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平成 年 月 日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官19 11 26
平成 年（行ウ）第 号 不当労働行為救済命令一部取消請求事件18 160
口頭弁論終結日 平成 年 月 日19 9 6

判決

原告 西日本旅客鉄道株式会社

被告 国

処分行政庁 中央労働委員会

被告補助参加人 ジェーアール西日本労働組合

被告補助参加人 ジェーアール西日本労働組合中国地域本部

主文

原告の請求を棄却する。1
訴訟費用は，補助参加によって生じた費用を含め，原告の負担とする。2

事実及び理由

第 請求1
16 73 74 18 2中央労働委員会が，平成 年(不再)第 号及び同第 号事件について，平成 年

月 日付けでした命令のうち主文 項の 及び を取り消す。15 I 1 2
第 事案の概要2

被告補助参加人ジェーアール西日本労働組合(以下「補助参加人 西労」という。)及JR
び平成 年の組織改編前のジェーアール西日本労働組合岡山地方本部(以下「岡山地本」18
という。)は，平成 年 月 日及び平成 年 月 日，岡山県地方労働委員会に対12 2 22 13 2 26
し，①原告岡山支社の津山鉄道部，備中鉄道部，府中鉄道部，せとうち地域鉄道部及び岡

山運転区において，現場管理者らが補助参加人 西労の組合員に対し，転勤等の人事権JR
を利用して組合からの脱退を慫慂したこと及びこれに応じなかった組合員を転勤，転職さ

せたこと，②平成 年 月ダイヤ改正に伴う津山鉄道部縮小に当たり，同組合員を多数11 10
転勤させたこと，③原告岡山支社が岡山地本から申し入れられた団体交渉に応じなかった

ことが，いずれも不当労働行為に当たるとして，不当労働行為救済申立てをした(岡委平

成 年(不)第 号，同平成 年(不)第 号。以下「本件申立て」という。)。岡山県地12 1 13 1
方労働委員会は，平成 年 月 日，原告に対し，上記①のうち， に対する脱退慫16 10 14 X1
慂が不当労働行為に当たるとして，支配介入を禁止するとともに，今後同様の行為を行わ

ない旨の文書の手交を命じた(以下「本件初審命令」という。)。

JR 11 22原告と補助参加人 西労及び岡山地本は，本件初審命令を不服として，同年 月

日，中央労働委員会に対し，再審査申立てをした(平成 年(不再)第 号，第 号)と16 73 74
ころ，中央労働委員会は，平成 年 月 日，上記①のうち， に対する脱退慫慂の18 2 15 X1

， ， ，ほか に対する脱退慫慂も不当労働行為に当たるとして 本件初審命令を一部変更しX2
原告に対し，改めて支配介入を禁止するとともに今後同様の行為を行わない旨の文書の手

交を命じた(以下「本件命令」という。)。

本件は， 原告が，本件命令中，原告に対し，支配介入の禁止とともに今後同様の行為
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を行わない旨の文書の手交を命じた部分は違法であるとしてその取消を求めた事案であ

る。

争いのない事実等1
( )当事者等1
ア 原告は，旅客鉄道運送業等を業とする株式会社であり，肩書地に本社を，金沢市，京

都市，大阪市，神戸市，和歌山市，福知山市，岡山市，米子市，広島市及び福岡市にそれ

ぞれ支社を置き，本件申立て時の従業員数は，約 万 人である。原告は，日本国有4 0800
鉄道改革法等に基づき，日本国有鉄道(以下「国鉄」という。)の承継法人の一つとして，

昭和 年 月 日に設立されたものである。62 4 1
原告岡山支社は，岡山県全域と広島県の一部を事業区域とし，現業部門として津山鉄道

部，備中鉄道部，府中鉄道部，せとうち地域鉄道部，岡山運転区及び岡山車掌区等を置い

ている。

イ 補助参加人 西労は，原告の従業員で組織された労働組合で，肩書地に主たる事務JR
所を置き，本件申立て時の組合員は約 人である。1800
被告補助参加入ジェーアール西日本労働組合中国地域本部(以下「補助参加人中国地本」

という。)は，補助参加人 西労の中央本部の下に設置された地域本部の つであり，JR 1
補助参加人中国地本の下に，支社単位に米子，岡山，広島，福岡の各地方本部が設置され

ている。

補助参加人 西労は，平成 年の組織改編前は中央本部の下に 地方本部があり，JR 18 8
岡山地本は，その地方本部の一つで，岡山支社管内の職場に勤務する組合員によって組織

された労働組合であり，本件申立て時の組合員数は 名である。252
( )補助参加人 西労結成に至る経緯等2 JR
ア 西日本旅客鉄道労働組合の結成等

昭和 年 月ころ，国鉄には，国鉄労働組合，国鉄動力車労働組合(以下「動労」とい61 1
う。)及び鉄道労働組合(以下「鉄労」という。)等の労働組合が存在していた。動労及び

， ， 「 」鉄労等は 昭和 年 月 組織を統一して全日本鉄道労働組合総連合会(以下 総連62 2 JR
という。)を設立したが，国鉄の分割，民営化に伴い， 総連を構成する各労働組合は解JR
散し，同年 月に発足した原告等の各新会社毎に対応して組織を統一して労働組合を結成4
し， 総連はこれらの労働組合によって構成される連合団体となった。JR

このような流れの中で，西日本地域で原告に対応して，同年 月に西日本旅客鉄道労働3
組合(以下「 西労組」という。なお， 西労組は，平成 年に「西日本旅客鉄道産業JR JR 3
労働組合 と改称し 平成 年に 西日本旅客鉄道労働組合 と結成時の名称に戻した )」 ， 「 」 。9
が結成された。

イ 労使共同宣言

昭和 年 月，原告と 西労組及び 西日本鉄輪会(以下「鉄輪会」という。)は，62 6 JR JR
「西日本旅客鉄道株式会社発足にあたっての合意事項( 西日本労使共同宣言)」を締結JR
した。そこでは，相互の信頼関係を基礎に，原告は社員の雇用と生活の安定に最大限の努

力を払うこととし， 西労組と鉄輪会は争議権の行使を必要とするような労使紛争は発JR
生しないと認識し，鉄道事業の健全な経営を定着させるため，列車等の安定運行に関して

すべてを優先させ，万難を排して取り組むことを確認した。
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ウ スト権論議

平成 年 月に開催された 総連第 回定期大会において，国鉄清算事業団職員の雇2 6 JR 5
用問題を契機にストライキ権の確立及び委譲に関する論議(以下「スト権論議」という)が

提起され，加盟の各労働組合の全組合員による職場討議を実施し意見を集約することとな

った。

JR 11これを受けて， 西労組において，スト権論議について議論が重ねられたが，同年

月に開催された第 回中央委員会において， 総連から提起のあったスト権確立を是認8 JR
しない姿勢で臨む等と意見が集約され，平成 年 月に開催された第 回中央委員会にお3 2 9
いて， 西労組執行委員長一は，開会あいさつの中で 総連との断絶を表明した。JR JR
エ 補助参加人 西労の結成等JR

JR JR JR上記の断絶発言を契機に， 西労組内部で， 総連との断絶を支持するクループと

総連との断絶に批判的なグループに分かれて対立を深め，中央委員会の開催ができない状

3 5 JR JR態になった 平成 年 月 総連との断絶に批判的な旧動労を中心とする組合員は。 ， ，

西労組を脱退し，補助参加人 西労を結成して， 総連に加盟した。JR JR
JR 7 JR JR一方で 西労組は 同年 月 総連を脱退し 日本鉄道労働組合連合会に加盟した， ， ， ， 。

西労組は，平成 年 月の中央本部大会で，組織率の目標を とし，運転関係職場を5 7 80%
重点に組織拡大に取り組む方針を決定し，平成 年 月に開催された中央本部大会では，6 7
組織率 達成と動力車乗務員の過半数確保を必達課題とする方針を決定した。80%
( )補助参加人 西労結成後のストライキ等の状況3 JR

， ，補助参加人 西労は 総連の下で組合員の利益を第一義とする労働組合主義に基づきJR JR
政党の支配介入を許さず，団結を強化し，労働者の総結集を図ることを基本方針とするこ

ととし， 総連が大会で統一闘争の決定をした場合には，闢争委員会の指示に従って交JR
渉，妥結，同盟罷業を行うこととしている。そして，補助参加入 西労の結成以降，平JR

4 3 31 4 1 12成 年 月 日， 月 日に賃上げ，安全問題等を要求項目とするストライキ，同年

月 日 同月 日及び平成 年 月 日 同月 日には乗務員勤務制度改正反対を要求8 ~ 11 5 3 18 ~ 25
項目とするストライキ，同年 月 日 同年 月 日にはブルートレインの 人乗務反3 18 ~ 8 11 1
対を要求項目とするストライキを行った。

また，本件申立て当時，原告と補助参加人 西労との間に，は多数の不当労働行為救JR
済に関する事件や訴訟が係属していた。

争点及びそれに対する当事者の主張2
( ) に対する脱退慫慂の有無及び原告の帰責性(争点( ))1 X1 1
(被告，被告補助参加人らの主張)

Y1 9 8 ~ 12 1ア 原告岡山運転区長又は岡山支社輸送課長であった らは 平成 年 月 平成 年，

月の間，補助参加人 西労の組合員である が，原告岡山支社の津山鉄道部での勤務JR X1
を希望していたことを知りながら， に対し，補助参加入 西労から脱退しなければ津X1 JR
山鉄道部から転勤させるという不利益を示唆し，補助参加人 西労から脱退すれば津山JR
鉄道部へ転勤させるという利益誘導を行う等して，脱退慫慂を行った。

イ 区長らは，職務上，人事異動に関し，事実上の影響力を有しており，また，原告Y1
は，補助参加人 西労に対して批判的な立場を取っていたのであって， 区長らの行為JR Y1
は原告に帰責されるべきである。
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(原告の主張)

ア 区長らが， に対し，補助参加人 西労からの脱退を慫慂するような言動を行Y1 X1 JR
つたことはない。

イ 区長らの言動は， との個入的な人間関係からなされたもので，勤務時間外におY1 X1
ける酒席等の原告会社の施設外でなされたものである。また， 区長らは，転勤等の人Y1

。 ， ，事異動の決定に何らの権限も有していない さらに 原告が補助参加人 西労を非難しJR
批判的な立場を取っていたことはない。したがって， 区長らの言動について原告に帰Y1
責されることはない。

( ) に対する脱退慫慂の有無及び原告の帰責性(争点( ))2 X2 2
(被告，被告補助参加人らの主張)

ア 原告岡山運転区長の らは，平成 年 月に が日勤勤務に従事する等していたY2 13 1 X2
際，補助参加人 西労の組合員の が乗務に復帰することを希望していたことを知りJR X2
ながら， に対し，補助参加人 西労から脱退すれば再乗務できる旨利益誘導し，補助X2 JR
参加人 西労から脱退しなければ再乗務できない旨示唆する等して脱退慫慂を行った。JR
イ 区長らは，職務上，人事異動に関し，事実上の影響力を有していた。また，原告Y2
は，補助参加人 西労結成の時点から補助参加人 西労に対し批判的な立場を取り，JR JR
その後も，原告と補助参加人 西労はストライキや配転問題等を巡り，緊張関係が続いJR
ていたものであり，このような状況の下では， 区長らの行為は，職務上の地位を利用Y2
し，原告の意を体して行ったものと認められ，原告に帰責されるべきである。

(原告の主張)

ア 区長らが， に対し，補助参加人 西労からの脱退を慫通するような言動を行Y2 X2 JR
ったことはない。

イ 区長らは，人事異動に関しては全く権限はなく，影響力を与えうる地位にない。Y2
また，原告が補助参加人 西労を非難し，批判的な立場を取っていたことはない。したJR
がって， 区長らの言動について原告に帰責されることはない。Y2
第 争点に対する判断3
認定事実1
上記各争点に関連する事実関係に関しては，前記争いのない事実等のほかに，次の事実

を認定することができる。

( ) に対する言動1 X1
ア は，平成 年 月に岡山運転区に転勤となったが，母親の病気等の家庭の事情かX1 7 2
ら自宅に近い津山鉄道部での勤務を強く希望するようになり，平成 年ころ，岡山運転区9
の業務全般の管理及び運営を行う権限を有する地位にあった 区長(その後，岡山支社Y1
輸送課長に就任したが，以下，本判決を通じて「 区長」という。非組合員である。)にY1

Y1 X1対し 津山鉄道部への転勤を希望する旨の嘆願書を提出した これを受け 区長は， 。 ， ，

に対し，運転士以外であれば の自宅の最寄り駅である美作加茂駅への異動を示唆するX1
ような話を持ちかける等した。

X1 9 8 Y1 JRイ は 平成 年 月ころ 区長らと何度か会食した際 同人らから 補助参加人， ， ， ，

西労の組合員だった と一緒に，どの組合にも所属しない社員グループを岡山に作るこX3
とを持ちかけられた。
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ウ は，平成 年 月，岡山運転区から津山鉄道部に転勤となり，同月 日，転勤のX1 10 3 2
あいさつのため区長室に赴いたところ， 区長から「脱退の決意を早くしろ 「津山にY1 。」

返してやったことを忘れるなよ 「一緒に行動する者へ話を早くしろ 」等と言われた。。」 。

X1 10 5 31 Y1 X4エ は，平成 年 月 日ころ，津山市内の小料理屋「純」において， 区長

JR X3運輸科長(津山鉄道部の部長の補佐又は代理を職務とする者 西労組組合員である )。 。，

及び と会食し，その際， 区長から「 と行動を共にすると言うたんじゃろうが。X5 Y1 X3
白だけにでも早うせい 「他にも一緒に誘える者がおろうが 」等と， 科長から「西労。」 。 X4
におったんでは，あなたのためにもいいことはない 」等と言われた。。

X1 10 7 7 Y1 Y2 X3オ は，平成 年 月 日ころ，津山国際ホテルで， 区長， 総括助役及び

と会食した際， 区長から「西労を抜けれんのは何が妨げになっとんなら。奥さんと話Y1
をしようか 」等と言われた。。

その後， は，同月 日付けで補助参加人 西労を脱退した。X3 31 JR
X1 11 8 10 Y1カ は 平成 年 月 日ころ 津山鶴山ホテルで 岡山支社輸送課長に就任した， ， ，

X6 X4 11 10 X6区長及び 運輸科長 ( 科長の後任 平成 年 月の津山鉄道部の組織変更後は， 。

所長となったが，以下，本判決を通じて「 科長」という。 西労組組合員である。)X6 JR
らと会食し， 科長から「秋のダイヤ改正じゃ西労の者には厳しいもんがある。転勤先X6
は岡山だけじゃない。支社内じゃったら他にもある 」と言われた。 が「ほんなら府中。 X1
もあるんかな 」と聞くと， 科長は「 がいつまでも腹をくくらんのなら行くことに。 X6 X1
なるかもしれん 」等と述べた。。

キ 区長は，平成 年 月 日に の妻から留守宅に電話があったことを聞き，Y1 11 8 25 X1
同月 日， 宅に電話したところ， の妻から の仕事のことで話がしたいという26 X1 X1 X1
ことであったので，同日， 津山鉄道部部長(非組合員である。)と共に 宅を訪問しY3 X1
た。

， ，「 。」Y1 X1 X1区長は とその妻に対し 君には今のままじや府中鉄道部に行ってもらう

X1「どうするんか，今日ここで決めなければ，もう後がない 」と述べた。これを聞いた。

の妻等が非常に動揺したこともあって， は，補助参加人 西労からの脱退届を書くこX1 JR
とを約束した。

X1 11 8 30 Y3 X6 X6ク は，平成 年 月 日，津山鶴山ホテルで， 部長及び 科長と会った。

科長は，脱退届を持参してきており， は，日付等を記入せずに上記脱退届に署名押印X1
した。 は，補助参加人 西労への脱退届を提出する場合には自分の意思で行いたいとX1 JR
考え，上記脱退届を 科長にそれまで預かっておくように頼んだ。X6
ケ 平成 年 月 日， 区長及び 科長が (平成 年 月，津山鉄道部から12 1 29 Y1 X6 X1 11 10
備中鉄道部に転勤していた。)の自宅を訪問した。その際， は， 科長に対し，以前X1 X6
に預けた脱退届の返却を求めたが，受け入れられず， 科長から「西労に(脱退届を)出X6

Y1しときゃあええ 知らん顔して その時の約束を反故にするんなら お前府中ど と。 。」「 ， 。」 ，

区長から「わしの顔が立つ，立たんじゃない。直接にはあんたの身にふりかかってしまう

んど 「けじめつけえ言うんなら，あれで。最低限「白になれ」ということで 「ただ。」 。」

わしも，そうは言うても会社の中ではいろいろ回してきとるからのお。わしの責任云々と

いう話ではないけど，それだけのわしもけじめをつける 」等と言われた。。

原告は，上記ア ケの事実認定の根拠となる の供述が信用できないと主張する。し~ X1



- 6 -

かしながら，上記ケの会話は録音されており，その録音過程に作為的な不正な操作がなさ

れた形跡は窺われない。してみると，極めて高度の信用性を有する上記録音とその反訳書

を の供述と対比すれば， 区長らが， に対し， と一緒にどの組合にも所属しX1 Y1 X1 X3
ない社員グループを作るように働きかけていたこと，異動の話と絡めて補助参加人 西JR
労からの脱退を勧めていたこと， は，いったんは補助参加入 西労からの脱退届を書X1 JR
き， 科長から，補助参加人 西労を脱退しなければ，府中に転勤になる可能性があるX6 JR
ことを示唆されていたことが認められるのであり，この状況は，上記ア クの事実認定の~
根拠となる の供述に符合しているものといわなければならない。そうすると， のX1 X1
供述は，全体として記憶があいまいな部分があることは否定できないものの，その枢要な

部分は十分な信用性を有するといえる。この認定事実に反する 区長の供述は，採用すY1
ることができない。また，原告は，上記キ，クの場面に同席していた 部長の供述を引Y3

， ， ，いて 区長による脱退慫慂の発言がなかったこと 脱退届を提出していなかったことY1
， ，Y2 Y1総括助役の供述を引いて 上記オの 区長による発言がなかったことを指摘するが

これらの供述は核心部分についてはあいまいである上，上記認定事実と時間的，場所的な

事実関係については符合する一方，いずれも上記の録音とその反訳書から認定される事実

と相反していることから，原告の指摘は上記認定事実を覆すものではない。

以上によれば，上記録音，反訳書及び の供述等によれば，上記ア ケの事実を優にX1 ~
認定できる。

( ) に対する言動2 X2
ア は，平成 年 月 日，赤穂線西片上駅に入駅する際にブレーキ操作を失念し，X2 13 1 5
同駅のホームへ入った後にブレーキを使用し，停止位置を メートル超える事故を起こ180
した。原告岡山支社は，この事故から に対して，同月 日 同月 日の間，日勤勤務X2 7 ~ 27
に指定し，事故原因の究明や事故の再発防止の教育，指導等を行った。 は，上記経緯X2
から日勤勤務に従事していたが，再乗務を希望し，その旨上司に伝えていた。

。 ， ，イ 指導助役( 西労組組合員である )は 平成 年 月 日午前 時 分ころX7 JR 13 1 10 9 30
日勤勤務中の に対し 「非常に危ない。今の君にとっては非常事態だ。今のままではX2 ，

支社に持っていくものがない。運転士として残るためには何か変えねば 」と，勤務終了。

時(午後 時 分ころ)に，岡山運転区玄関前で 「組合について考えてくれないか。それ5 50 ，

があったら上から言ってきたときにこれだけの気持ちを持っているから待ってくれと言え

る 」等と言った。。

ウ 指導助役は 平成 年 月 日午前 時 分ころ 訓練室で に対し こX7 13 1 13 11 15 X2， ， ， ，「

のままでは危ない。最悪の判断が出る。上はシビアだ。組合を変わるという気持ちがあっ

たらそのときちょっと待て，これぐらいの気持ちを持っているからと止められるかもしれ

ない 」等と言った。。

。 ， ，エ 総括助役( 西労組組合員である )は 平成 年 月 日午前 時 分ころX8 JR 13 1 14 9 10
訓練室で， に対し 「君は言わなかったけど，指導助役が言ったもう一つのことも含めX2 ，

。」 。 ， 「 。」 ，て考えを変えなくては と言った これに対し が 組合のことですか と問うとX2
同助役は「まあ，それも含めて 「月曜日，区長ともう一度よく話をしてください 」と。」 。

言った。

オ 平成 年 月 日午後 時 分ころ，岡山運転区の区長の職にあった (非組合13 1 15 4 30 Y2
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員である。)は，区長室で， に対し 「 か月駅へ行って，外から見んかや。絶対帰しX2 3，

5 X7 X2てやる 続けたいなら何かあろうが 等と言った 同日午後 時ころ 指導助役は。」「 。」 。 ， ，

に対し，訓練室で 「組合を変わるのは何がネックになっているのか。人間関係か 「半， 。」

年一年というがまた行った先で同じ悩みがあるじゃろう ，ここで変えた方がいっぺんで。

すむ 」等と言った。。

カ 平成 年 月 日午後 時ころ， 係長は，訓練室前で， に対し 「 さんに13 1 18 3 Z1 X2 X2，

は残って欲しい。そのためには組合にはこだわるな 」と述べた。。

キ 平成 年 月 日午後 時 分ころ， 区長は，訓練室前で， に対し 「組合13 1 18 5 10 Y2 X2 ，

Z2は食わしてくれんぞ ちょつと外に出てみいや 私は組合のことは言わん 帰してやる。 。 。 。

を帰したのは組合じゃない。わしだ 「今ここが駄目なら府中，備中ゆうわけにはいか。」

なくなってきている 」等と言った。。

ク 区長は，平成， 年 月 日， に対し，岡山駅運輸管理係への転勤転職を通Y2 13 1 23 X2
告し，岡山支社は， に対し，同月 日付けで岡山駅運輸管理課(改札業務)に転勤転職X2 30
とすることを通告した。

ケ は，上記イ キの事実経緯の都度，市販の大学ノートに記録していたと供述する。X2 ~
そのノート，(以下「 ノート」という。)は，初審手続や 及び補助参加人 西労がX2 X2 JR
原告に対して，不当労働行為の存在を主張して提起した訴訟(大阪地裁平成 年(ワ)第13

。 「 」 。 。 ， ，3534 X2号 以下 別件訴訟 という )でも提出されていなかった そして ノートは

再審査手続において初めて提出された。 は，初審手続において， ノートが存在してX2 X2
いると供述している。 は， ノートを再審査手続の段階において提出をした事情につX2 X2
いて， ノートには，その後のできごとも記述されており，本件初審段階及び別件訴訟X2
段階では，提出する必要がないと判断した旨供述している。

JR X9 X2また 補助参加人 西労岡山運転区分会執行委員長だった は 初審手続において， ， ，

JR X10ノートが存在することを供述しているし 補助参加人 西労岡山区分会書記長だった，

は，別件訴訟において， ノートの存在を明らかにする供述をしている。X2
なお，原告は，上記イ キの事実認定の根拠となる の供述は信用できないし， ノ~ X2 X2

ートについて，初審手続や別件訴訟で提出されなかったものが再審査手続で初めて提出さ

れたものであり，提出の経緯が不自然であるし，体裁及び内容もまた不自然であるから，

信用性がないと主張している。

しかしながら，上記認定事実によれば， ノートについて， 及び補助参加人 西X2 X2 JR
労の関係者ともに，当初の段階からその存在を明らかにしており，必要ないと判断したそ

の判断の当否はともかく，初審段階及び別件訴訟段階で提出せず，再審査手続で初めて提

， 。 ，出したという提出の過程から ノートが信用できないということはできない むしろX2
ノートの内容を見ると，日を追って記載されているその内容は極めて具体的で，臨場X2

感に富み， ができごとの都度に，具体的な事実を詳細に書き留めていたものと認めらX2
れるものである。また，体裁が日によって異なることも，日々記載していたことから別段

不自然であるとは考えられない。してみると， ノートの信用性は高いのであり，基本X2
的に， ノートに裏付けられた の供述等もまた，信用できるといわなければならなX2 X2
い。

以上によれば， ノートとこれに根拠付けられた の供述の信用性は高いものであX2 X2
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り，これに反する 区長の供述は採用することができない。Y2
( )岡山運転区長，津山鉄道部長及び助役の地位及び権限等3
ア 原告の就業規則 条 項には，原告は，業務上の必要がある場合は，社員に転勤，28 1
転職等を命ずると定められている。人事異動の発令は，支社長名で行われ，転勤の人選等

， ， ， ， ，は 原告の就業規則 条に定める任用の基準 すなわち 社員としての自覚 勤労意欲27
執務態度，知識，技能，適格性，協調性，試験成績等の人事考課に基づき，支社が行って

いる。

具体的には履歴，資格，人事考課の資料等に基づいて行われるほか，必要に応じ，岡山

支社が各現業機関の現場長に対し，各社員の健康状態，執務態度，家庭状況等を照会する

ことがあり，その際，助役は，現場長の指示により具体的事実の把握を行ったり，個人面

談を行うことがある。

イ 岡山運転区長の職務は，同運転区業務全般の管理及び運営であり，同区における助役

の職務は，区長の補佐又は代理である。また，津山鉄道部長の職務は，同鉄道部業務全般

の指揮及び統括であり，同鉄道部の助役の職務は，部長の補佐又は代理である。

岡山運転区長は，現場長として同運転区内の人事について，上記のような各従業員の基

礎資料を支社に上げることによって，支社の任用基準に係る事項を把握できるようにする

という意味での，一定の事実上の権限を有していると認められるのであり，その運転区の

， ， 。助役は 現場長の指示により 具体的事実の把握等を行うという上述の権限を有している

そして，津山鉄道部長及び同鉄道部の助役は，同鉄道部内の人事については，上記同様の

一定の事実上の権限を有している。

( )原告の補助参加人 西労に対する態度等4 JR
前記争いのない事実等のとおり，原告が 西労組等と争議権の行使を必要とするようJR

な労使紛争は発生じないと認識すること等を内容とする労使共同宣言を締結していたにも

かかわらず， 西労組から脱退した組合員により結成された補助参加人 西労がストラJR JR
いキを行ったこと，本件申立て当時，原告と補助参加人 西労との間には多数の不当労JR

JR働行為に救済に関する事件や訴訟が継続していたこと等に照らすと 原告が補助参加人，

西労に対して嫌悪感を抱いていたことは十分に推認できる。

争点( )( に対する脱退慫慂の有無及び原告の帰責性)について2 1 X1
( ) に対する脱退慫慂の有無1 X1

前記認定事実のとおり， 区長らは，平成 年 月ころ 平成 年 月の間，家庭のY1 9 8 ~ 12 1
事情等から津山鉄道部での勤務を希望していた に対し，補助参加人 西労からの脱X1 JR
退を促し，これに応じない場合には津山から離れた府中等への転勤もあり得ること，これ

Y1に応じた場合には津山鉄道部への勤務もあり得ることを示唆していたことが認められ，

区長らが， に対し補助参加人 西労からの脱退を慫慂していたものと認められる。X1 JR
( )原告の帰責性2

に対する脱退慫慂で中心的役割を果たした 区長は，岡山運転区長又は岡山支社X1 Y1
X1 JR Y3輸送課長の地位に， が補助参加人 西労からの脱退届を書いた際に同席していた

X4部長は 津山鉄道部長の地位におり いずれも非組合員であり 脱退慫慂の発言をした， ， ，

科長及び 科長は， 西労組組合員であったが，いずれも岡山運転区長又は津山鉄道部X6 JR
長の補佐又は代理をする立場にあったものである。前記認定事実のとおり，岡山運転区長
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X1及び津山鉄道部長は，現場長として，助役も現場長の指示に従うかたちで，いずれも

の人事に事実上の影響力を有していたことが認められる。前記認定に係る に対する脱X1
退慫慂行為は，このような事実上の権限を有する複数の者が，場面に応じて一連の流れの

中で，一体となって繰り返し に対して行っているのであるし，その具体的な発言内容X1
も， が強い関心を有していた異動に絡めてなされている上，例えば， 区長の「ただX1 Y1
わしも，そうは言うても会社の中ではいろいろ回してきとるからのお。わしの責任云々と

， 。」 ，いう話ではないけど それだけのわしもけじめをつける という発言に見られるように

原告の組織の一員としての発言と，客観的に見ても，また， から見ても解釈できるもX1
のがある。前記認定事実のとおり，原告が補助参加人 西労に対して嫌悪感を有していJR
たことに照らすと， 区長らは，原告の意を体して， に対する脱退慫慂を行ったと認Y1 X1
めるのが相当であり，上記行為は支配介入に該当すると評価できるものである。なお，前

記認定事実のとおり，上記脱退慫慂行為は，勤務時間外における酒席等の会社の施設外で

なされたものであるが，上記のとおりの 区長らの行為の態様に照らせば，この事情はY1
上記判断を左右するものではない。また， 区長の原告の組織の一員としての発言内容Y1
に照らせば，上記脱退慫慂行為が個人的な立場からなされたものとする原告の主張を採用

する余地はない。

争点( )( に対する脱退慫慂の有無及び原告の帰責性)について3 2 X2
( ) に対する脱退慫慂の有無l X2
前記認定事実のとおり， 区長らが，平成 年 月に行われた日勤勤務中，乗務に復帰Y2 13 1
することを強く希望していた に対し，補助参加人 西労から脱退すれば の希望のX2 JR X2
とおり乗務に復帰することもあり得ることを示唆し，補助参加人 西労から脱退しなけJR
れば再度の乗務ができないことを示唆したことが認められるのであるから， 区長らにY2
よる に対する補助参加人 西労からの脱退慫慂行為があったことが認められる。X2 JR
( )原告の帰責性2

に対する脱退慫慂を行った 区長は岡山運転区長で，非組合員であり， 総括助X2 Y2 X8
役及び 指導助役は，いずれも 西労組組合員であったが，岡山運転区長の補佐又はX7 JR
代理をする立場にあったものである。上記認定事実のとおり，岡山運転区長は，現場長と

して，助役も現場長の指示に従うかたちで，いずれも の人事に事実上の影響力を有しX2
ていたことが認められる。上記認定に係る に対する 区長， 総括助役及び 指X2 Y2 X8 X7
導助役の脱退慫慂行為は，いずれも の上司として，その人事，処遇に関して相互に意X2
思を通じておくべき立場にあった者が，再乗務の可能性という にとって強い関心を有X2
する事項について，原告が権限を有し， 区長らが事実上の権限を有する人事に属するY2
ことに絡めて行ったものであり，前記認定事実の脱退慫通の態様は， 区長らによる組Y2
織的な対応であったものと認められるのである。そして，例えば， 区長の「組合は食Y2

Z2わしてくれんぞ。ちょっと外に出てみいや。私は組合のことは言わん。帰してやる。

を帰したのは組合じやない。わしだ 」という発言は，原告の組織の一員として， の人。 X2
X2事に関する事実上の権限の行使が十分に可能であることを，客観的に見ても，また，

から見ても解釈できるものである。以上の脱退慫慂行為の態様に加えて，前記認定事実の

とおり，原告が補助参加人 西労に対して嫌悪感を有していたことに照らせば， 区長JR Y2
らは，原告の意を体して に対する脱退慫慂を行ったと認めるのが相当であり，この行X2
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為は，原告に帰責性のある支配介入に他ならないものである。

第 結論4
以上によれば， 及び に対する脱退慫慂行為を認定して，原告による支配介入のX1 X2

不当労働行為に該当することを前提とした本件命令は適法であるから，原告の請求は理由

がないのでこれを棄却することとし，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第 部36


